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１　調査団の派遣１　調査団の派遣１　調査団の派遣１　調査団の派遣

１－１　調査団派遣と目的１－１　調査団派遣と目的１－１　調査団派遣と目的１－１　調査団派遣と目的

　セネガルでは、農耕地開発、森林伐採などにより森林植生が減少し、土地の劣化、農業生産へ

の影響が深刻化している。このような状況に対し、セネガル政府は森林行動計画を策定し、森林

保全・植林事業を推進しており、我が国は緑の推進協力プロジェクト（青年海外協力隊）や苗木

育成場整備計画（無償資金協力）他により支援してきた。

　これら背景のもと、セネガル政府は、地域住民の参加と責任による植林を促進するために我が

国にプロジェクト方式技術協力を要請してきた。1998 年 12 月の事前調査ならびに 1999 年８月

の実施協議調査を経て、2000 年１月より５年間、地域住民が主体となった村落林業・村落振興

の普及モデルを開発することを目的としてプロジェクトが実施されている。

　本調査団では、1999 年８月に締結された討議議事録（Record of Discussions；R/D）に基づ

き、現在までの進捗状況及び問題点を把握し、今後の協力期間中に実施する活動の具体的な内容

についてプロジェクト及び相手国政府と協議し、プロジェクトデザインマトリックス（Project

Design Matrix；PDM)・活動計画（Plan of Operation；PO）を作成する。協議内容をモニタリン

グ・評価計画書として議事録（Minutes of Meeting；M/M）にまとめて署名することを目的とす

る。

　なお、本調査団派遣に先立ち、プロジェクトサイクルマネージメント（Project Cycle

Management；PCM）手法担当の短期専門家を派遣し、PCM ワークショップを通じて PDM・PO を検

討する。

１－２　調査団構成１－２　調査団構成１－２　調査団構成１－２　調査団構成

　宮川　秀樹 総括 JICA 森林･自然環境協力部次長

　松下　　香 計画管理 JICA 森林･自然環境協力部森林環境協力課　職員
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１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程

2000 年８月７日～８月 20 日（14 日間）

月　日 行　　程 備　考

１ ８/７ Mon 成田→パリ

２ ８/８ Tue パリ→ダカール

３
８/９ Wed

JICA 事務所打ち合わせ、在セネガル日本大使館
表敬、水・森林・狩猟・土壌保全局表敬

４ ８/10 Thu PCM ワークショップ Thies

５ ８/11 Fri 　同上 Thies

６ ８/12 Sat 　同上 Thies

７ ８/13 Sun 資料整理

８ ８/14 Mon M/M 協議

９ ８/15 Tue 現地調査（Fimela） セネガル祝日

10 ８/16 Wed M/M 協議

11 ８/17 Thu 現地調査（無償植林サイト)、APO とりまとめ

12 ８/18 Fri M/M 署名、JICA 事務所報告、ダカール出発

13 ８/19 Sat →パリ

14 ８/20 Sun →成田

１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者

(１) 環境省

Lamine BA Minister, Ministry of Environment

(２) 環境省　水・森林・狩猟・土壌保全局

Ndiawar DIENG Director

Ababacar BOYE Deputy Director

Leon DIATTA Project Manager

Ousseynou SECK Assistant Project Manager / Community Forestry

Salif NDAO Micro-realization / Gender and Equity

Oumy NDIAYE Advisor (Gender)

Amsatou NIANG Advisor (Community Development)

Souleymane BA Secteur Nioro

Moussa FALL Secteur Dakar

Lamine GUEYE Secteur Fatick
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Souleymane GOUDIABY Brigade Paoskoto

Maxime Anatole DIATTA Brigade Diamniadio

Abdoul DIALLO Brigade Fimela

(３) フィメラ総合農村普及センター(Region Fatick / Depattment Fatick)

Ngor DIOIF Chef

Fatou Mbengue SECK Monitorice rurale

(４) パオスコト総合農村普及センター(Region Kaolack / Department Nioro)

Bouna CAMARA Chef

Mareme Diop NDIAYE Monitorice rurale

(５) ジャムニャージョ総合農村普及センター(Region Dakar / Department Rufisque)

Papa Gamou SALL Chef

Mme Kandji Dieynaba DIANTE Monitorice rurale

(６) 在セネガル日本大使館

島崎　和久 書記官

(７) JICA セネガル事務所

黒川　恒男 所長

天野真由美 次長

内島　光孝 所員

(８) プロジェクト長期専門家

天谷　一郎 チーフアドバイザー／村落振興

菊山ひじり 社会・ジェンダー／業務調整

堀田　圭一 村落林業

(９) JICA 長期専門家

藤村　　武 苗木育成場運営
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２　要　約２　要　約２　要　約２　要　約

　本運営指導調査の主たる目的は、プロジェクト開始から半年余り経過した現時点で、これまで

のプロジェクト活動の経験をも踏まえ、実施機関である水・森林・狩猟・土壌保全局（以下森林

局）とともに PDM および PO の作成を行い、モニタリング・評価計画書として取りまとめて M/M

により確認することである。

　セネガル側との M/M 協議に先立ち、プロジェクト専門家およびセネガル側関係者による PCM

ワークショップが１週間にわたって開催され、その中で PDM および PO の素案が作成された。調

査団としては本ワークショップの結果を最大限に尊重しつつ、かつ、昨年調印された R/D のマス

タープランと大きな齟齬が生じることのないよう配慮しつつ協議を進め、別添の PDM および PO

について相手側と合意に達した。

　今回作成された PDM は R/D のマスタープランを基本としながらも、これまでのプロジェクト活

動の経験等に基づき、いくつかの点で修正が加えられている。主な修正点は次のとおりである。

(１) 上位目標の上に Super　Goal（｢天然資源のより良い管理をつうじ住民の生活向上に資

する｣）を設けた。これは、上位目標を国家計画（第９次国家経済社会開発計画）に繋げ

る橋渡しの役割を果たすものである。

(２) 上位目標とプロジェクト目標がそれぞれ修正されているが、表現上の差異に過ぎない。

とくに、プロジェクト目標には土壌や水の保全に関する表現が追加されているが、これ

は森林局の上位機関である環境省が砂漠化防止対策など乾燥地域の環境保全を最重要課

題としている政策の現れである。

(３) 成果（Output）については活動（Activities）の項目に対応した形で、小規模住民活

動（Micro-realization；MRL）などが細かく書き表されている。本プロジェクトでは、

村落林業・村落振興普及モデルが対象エリアで開発され定着することをプロジェクト目

標としているが、このモデルとは本 PDM にあげられている成果が達成されるまでの全て

の過程と成果そのものの総体を意味する。従って、各々の小規模住民活動で実施された

結果としての「もの」も成果に含まれていると考えている。

(４) 活動の項目については、R/D のマスタープランにあった「村落林業・村落振興モデルの

実証」を「対象エリア外でのモデルの試行」に修正した。これは本プロジェクトが立ち

上げの時点で大統領選挙などにより遅れを生じたため、当初計画（モデル開発：３年間、

モデル実証：２年間）どおり協力期間内でモデル実証を終了することが極めて困難と見
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込まれるためである。しかしながら、モデルの実証は極めて重要であるため、プロジェ

クト活動として「対象エリア外でのモデルの試行」を行うこととした。これにより協力

終了後もセネガル側独自で活動を継続し、モデル実証が完了されることを期待する。

　なお、本 PDM および PO は中央政府レベルのものであり、モデル開発の対象エリアごとの具体

的な活動については、住民参加のもとに策定されるテロワール開発管理計画（PAGT）の中で確定

することとなる。また、各指標の数値についても、現時点では未確定であり Xha、Xkm などで表

現されているが、PAGT 策定時に確定することとなる。本 PDM および PO が現時点でドラフトの位

置付けにあるのはそのためであり、各数値が確定した後に正式の PDM および PO となる。
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３　暫定実施計画の進捗状況３　暫定実施計画の進捗状況３　暫定実施計画の進捗状況３　暫定実施計画の進捗状況

３－１　各協力分野の進捗状況３－１　各協力分野の進捗状況３－１　各協力分野の進捗状況３－１　各協力分野の進捗状況

３－１－１　村落振興

(１) 対象村落群（テロワール）選定

　対象地域（村落群：テロワール注）は、ダカール州ルフィスク県ジャムニャージョ郡、

ファティック州ファティック県フィムラ郡およびカオラック州ニオロ県パオスコト郡の

３郡から４地域が選定されている。選定は次の中央レベルの選定基準６項目をベースに

各郡ごとの特殊事情を加味してなされている。

・ 域内に同様のプロジェクトの介入がないこと

・ 水源が確保できること

・ 住民間の紛争がないこと

・ 自然環境の明らかな劣化が認められること

・ 住民が自然資源管理に係る活動を既に行っていること（関心・意欲があること）

・ 住民に組織だった活動の経験があること（一定の管理・運営能力があること）

　2000 年８月までに２郡から３つのテロワールが選定された。近日中に残る１郡１ヶ所

のテロワールが選ばれる予定である。選定されたテロワールの概況は、表１－１及び１－２

に示すとおりである。

　今後４テロワールにおいて、総合農村普及センター（CERP）スタッフが中心となり、

参加型農村調査を実施し、PAGT を作成する。

３－１－２　村落林業

　現在、各対象地域ごとの森林植生など自然環境の状況やこれまでの村落レベルの活動につい

て、担当の森林局スタッフからの聞き取りや現地視察により調査を進めている。

３－１－３　社会・ジェンダー

　本年７月に CERP スタッフ 30 名を対象としてジェンダー研修を実施した。この研修では、

ジェンダーに関する基本的な知識やプロジェクト計画作成・実施にあたってのジェンダー配慮、

ジェンダーアプローチ等について講義・グループワークなどを行った。

　また、本年 10 月に実施を予定している CERP スタッフを対象とした参加型農村調査手法

（MARP）研修の準備作業を進めている。

注　テロワールとは、歴史・社会的背景や自然・地理的条件、生産システム等のうえで一つのまとまりをなす、
一つまたは複数の村落（village）を含む地域をさす。
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表１－１　村落郡（テロワール）概況

州･県･郡 村落共同体 CERP 面積
（km2）

人口 世帯数 全村落数 うち対象村落数
(テロワール)

備考

Dakar州Rufisque県Diamniadio郡

Yene Sebikotane 31,101 2,027 26 検討中

Sangalkam Bambylor 23,106 25

合計合計合計合計 335335335335 54,20754,20754,20754,207 51515151

Fatick州Fatick県Fimela郡

Fimela Fimela 369 13,418 1,104 15 3 A

Djilas 325 10,960 1,026 10

Lous Sessene 328 12,410 717 12

Palmarin Fakao 93 5,061 269 6

合計合計合計合計 1,1151,1151,1151,115 41,84941,84941,84941,849 43434343

Kaolack州Nioro県Poscoto郡

Prokhane Paoscoto 250 15,236 1,246 56 4 B

Paoscoto 425 28,862 1,980 129 5 C

Taiba Niassene 125 11,832 703 25

Guente Khaye 154 15,167 976 41

合計合計合計合計 954954954954 71,09771,09771,09771,097 251251251251

出所：Superficies et effectifs des populations des entites administratives, January, 2000.

表１－２　各テロワールの村落名及び人口

A　テロワール・フィメラ
Fimela 1,751
Djilor 488
Yayem 930

合計合計合計合計 3,1693,1693,1693,169
B　テロワール・マンビ

Keur Birame Dia 354
Keur Nalla 240
Keur War 298
Mambi Wolof 204

合計合計合計合計 1,0961,0961,0961,096
C　テロワール・フィルギ

Firgui 280
Firgui Gavane 172
Keur Abdon Boury 319
Bahou 532
Ndemene 544

合計合計合計合計 1,8471,8471,8471,847
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３－２　建物施設等３－２　建物施設等３－２　建物施設等３－２　建物施設等

　プロジェクト本部・専門家執務室として、無償資金協力で建設された事務所を使用している。

プロジェクト開始以降事務用機材などを整備し、本部事務所の環境も概ね整った。

３－３　専門家派遣３－３　専門家派遣３－３　専門家派遣３－３　専門家派遣

　チーフアドバイザー／村落振興、業務調整／社会・ジェンダー、村落林業の各分野を担当する

３名の長期専門家が派遣されている。

　短期専門家については、本調査団派遣にあわせて PCM 手法の専門家を派遣し、PDM・PO・APO

をとりまとめた。また、本年 10 月から普及教育手法分野の短期専門家を３ヵ月間派遣し、普及

手法に関する指導を行う予定である。

３－４　研修員受入３－４　研修員受入３－４　研修員受入３－４　研修員受入

　昨年度１名（プロジェクトマネージャー)、今年度１名（林業行政・林業普及）を受入れ、

JICA のプロジェクト運営、業務、日本における林業の現状等について研修を行った。今年度後

半には、森林局長の研修を予定している。

３－５　資機材供与及び利用状況３－５　資機材供与及び利用状況３－５　資機材供与及び利用状況３－５　資機材供与及び利用状況

　プロジェクト開始以降、車両、普及用バイク、事務所機材（パソコン等）等を整備し、概ね良

好に管理・利用されている。

３－６　ローカルコスト負担事業３－６　ローカルコスト負担事業３－６　ローカルコスト負担事業３－６　ローカルコスト負担事業

　本プロジェクトでは、現地適用化事業（施設等整備及び現地適用化活動）の実施を通じて、各

種研修、小規模住民活動を支援することとしている。プロジェクト立ち上げの時期に大統領選挙

により大きな影響を受け、1 年目前半の活動計画が全体的に大幅に遅れたが、年度後半から本格

的に動き出す予定である。
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４　活動計画４　活動計画４　活動計画４　活動計画（（（（Plan of OperationPlan of OperationPlan of OperationPlan of Operation））））

　活動計画の要点をまとめると、以下のとおりとなる（付属資料１～４参照)。

(１) 各種訓練セミナーの実施

　成果１の「天然資源管理とコミュニケーションに関して、地域住民と技術員の潜在能

力が強化される」を達成するために、各種訓練活動（１－１から１－５）および小活動

（１－１－１から１－５－２）が実施される計画となっている。主要な訓練内容として

は、参加型アプローチ、土地利用図・地図作り、小規模事業実施法、林業・農業技術、

改良かまど作り、ジェンダー関連、参加型農村調査手法（MARP 手法）などである。これ

らの訓練活動の多くは、年次の早い時点で実施されることが計画されており、プロジェ

クト実施上必要な基礎技術と基本知識を、訓練セミナーを通して紹介して今後の実地訓

練の下地となる能力を身に付けることを意図している。

(２) 事業管理運営体制と機構の整備

　成果２の「森林局と総合農村普及センターの事業運営能力が向上する」を達成するた

めに、各種マネージメント訓練とともに、各種実行委員会の創設や協定書の調印などの

事業実施機構作り、責任と役割の再分担・明確化、モニタリングと事業評価のシステム

作りなどが 2000 年内に着手される予定である。これらの活動群も、上記訓練活動同様、

年次の早い時期に実施される予定となっている。

(３) 基礎データ・情報の収集と土地利用図等の作成

　各種事業の実施、モニタリング、評価の上で重要となるベースラインデータの収集と

土地利用図などの各種地図の作成が、上記訓練活動や組織能力向上活動と平行して実施

される（活動２－１、５－１)。これらの活動の成果品は、下記のテロワール開発管理計

画（PAGT）策定上の必要情報ともなる重要なものであり、2000 年 10 月ごろから開始され

る（実施協議調査団報告書にある活動計画表では、４月から開始される予定であった)。

(４) テロワール開発管理計画（PAGT）の策定

　2001 年１月末に完成予定である PAGT（小活動２－４－１）は、本プロジェクトの初期

における特に重要な成果品といえる。地域レベルの事業計画である PAGT を策定するため

に、住民参加型の現況評定・計画立案手法である「MARP」の訓練が行われ、上記基礎

データや各種地図、MARP を活用した住民とのワークショップによって PAGT は策定される。

PAGT は、本プロジェクトが今後実施してゆくテロワールごとの事業内容を示す重要な計
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画書となる。また、PAGT の策定を通して、ニーズ調査や計画立案手法、住民組織化の要

領、コミュニケーション技術などに係る組織的・人的能力が実施機関、協力機関、地域

住民に定着することが期待される。

(５) 住民意識向上活動

　2000 年 12 月より各種の住民意識向上活動が計画されている。本プロジェクトは住民主

導による村落林業・村落振興事業であるので、プロジェクトを通して実施される各事業

には、住民の先導と積極的な参加が不可欠である。そのためには、住民が本事業の重要

性を理解し、自らの問題解決としてオーナーシップの意識を持つきっかけとなる意識向

上活動を行うことが重要である。そこで、下記の各種事業実施活動、小規模土木事業に

先立ち、小規模植林、天然更新、マングローブの小規模リハビリ、土地保全、牧草耕作、

不法伐採、低木林火災などに係る住民意識向上（小活動６－３－２、７－１－１、７－

２－１、７－３－１、７－４－１、７－５－１、７－６－１、８－３－１）のセミナー

開催や、出版物の作成・配布、ラジオ放送の利用を行う予定となっている。

　プロジェクトの進捗が遅れているために、上記（１)～(４）の活動がずれ込み、住民意識向上

の活動群と実施時期が重なってきているため、与えられた人的・物的資源で予定通り活動できる

か否か再検討に値すると思われる。

(６) 住民主導による各種事業実施活動、小規模土木事業の準備と実施

　協議議事録に添付されている PDM（案）の「プロジェクト目標」を達成するために、必

要不可欠な成果として「成果１」から「成果９」までが確認されたが、そのうち成果４

から９に関して小規模土木事業を含む各種活動の実施が計画されている。主な事業実施

活動としては、アグロフォレストリーの導入、集約農業の導入、土壌保全・土壌再生の

ための小規模土木事業、植林や土地保全を含む植生回復活動、低木林火災の防止、塩害

対策のための予備調査、水確保のための予備調査と小規模土木事業、住民の事業参加動

機を創出するための小規模事業などである。これらの事業は、基本的には上記（１)～

(５）の活動が軌道に乗った後に実施されることが望ましいが、残されたプロジェクト期

間を考慮した計画となっている。各事業の実施のタイミングに関しては、対象テロワー

ルの現況やニーズ・優先順位などをもとに、テロワールごとに対応してゆくべきであろ

う。対象テロワールの現況やニーズは、上記 PAGT の策定過程で明らかになり、PAGT で説

明されるはずである。PAGT 策定が 2001 年１月末の予定なので、事業実施活動はそれ以降

に本格化することとなる。
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５　事業運営上の問題点５　事業運営上の問題点５　事業運営上の問題点５　事業運営上の問題点

(１) ダカール～フィメラ～カオラックを結ぶ幹線道路は整備の状態が良く、通行に不自由

はない。しかしながら、幹線から外れた地方道は通常、整備状況が極端に悪くプロジェ

クト活動の支障となるおそれがある。また、地方道の通行には十分な安全上の注意を要

する。

(２) 本プロジェクトのような住民参加型活動をスムーズに実行するためには、専門家およ

び C/P が頻繁に対象村落に入り、きめ細かく住民と接触することが極めて重要である。

しかしながら、現場 C/P 等が配置されている県・郡レベルの森林局や総合農村普及セン

ター（CERP）には満足な車両が配備されておらず、C/P 等の動きが大幅に制限されること

となる。今後、プロジェクト活動が本格化する段階で、この点への十分な配慮が望まれ

る。

(３) 本プロジェクトの成果の持続性を考える場合、協力期間終了後は青年海外協力隊を派

遣し、プロジェクト活動のフォローに当たらせることも効果があると考えられる。今後、

協力隊派遣の可能性について検討する必要がある。
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６　調査団所見６　調査団所見６　調査団所見６　調査団所見

(１) 今回のワークショップでは、プロジェクトの活動項目として住民の生活向上を直接の

目的とする村落振興の活動より、むしろ自然環境保全を目的とする活動が数多く提案さ

れていることが注目される。具体的には、土壌の侵食防止、土地の塩害対策、森林火災

対策、荒廃マングローブ地域のリハビリテーションなどである。また、環境大臣から直

接話を聞く機会を得たが、大臣は砂漠化防止対策などの環境保全に最大の関心を寄せて

おり、これは上記のワークショップの流れを裏付けるものである。

　今後、プロジェクト・サイトにおいて住民参加活動を活発化させるためには、これら

の自然環境保全活動がどのような形で住民の生活向上に結びつくのか深く検討する必要

がある。

(２) PDM で提案されたさまざまな活動は小規模住民活動と呼ばれ、セネガルではすでに各地

域で実施され活動実績を有するもので、今後新たな技術開発を要するものではない。ま

た、事業規模も各村落単位で実施可能な小規模なものである。これは今回フィメラのプ

ロジェクトサイトや FAO の支援による村落振興プロジェクト（PREVINOBA）の現地２ヶ所

の視察とワークショップ参加者の話などから確認することができた。

　今回視察した PREVINOBA プロジェクトの村落（Baback 村）では、ガリー荒廃箇所への

石積みによる小流域の侵食拡大防止や潅木（Euphorbia　spp.）の列状植栽（グリーンベ

ルト）による表層土壌の流亡阻止の活動を行っていた。これらにより地域の水土保全が

図られ、住民の農地が大幅に拡大した。つまり、自然環境保全と村落振興が同時に達成

されたケースであり、本プロジェクトの活動にも参考となる活動事例である。また、あ

る村（Panbal 村）ではプロジェクトの苗畑が中心となり周辺の村に住民苗畑を造成する

支援を行っている。住民苗畑で造成された様々な樹種の苗木は販売され現金収入をもた

らす。この活動は比較的短期間に住民の所得向上に資するため、住民の参加がえられや

すいという示唆を含んでいる。

(３) 本 PDM では協力期間内にモデルの実証を完了することとなっていない。これは、前述

のとおり、対象エリアでのモデル開発に時間がかかり、残された協力期間で実証を完了

することが困難となるためである。プロジェクト協力期間内には、対象エリア外での実

施箇所の選定、関係者への訓練、いくつかの小規模住民活動の試行など準備的活動のサ

ポートを行うこととし、その後の実証完了までの活動はセネガル側の努力に期待するこ

ととなる。従って、協力終了時の C/P 機関の自立性が極めて重要となる。
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(４) 今回の調査をつうじ、セネガル側の C/P をはじめ関係者の本プロジェクトに寄せる期

待は大きく、また、今後積極的な参加と協力が期待できるという印象を持った。とくに

PCM ワークショップの実施により参加関係者の意欲は高まっている。今後、専門家および

C/P はすみやかに活動対象エリアに入り、村落レベルの活動を具体的に進めていくことが

期待される。
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付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

１　協議議事録１　協議議事録１　協議議事録１　協議議事録（（（（Minutes of MeetingMinutes of MeetingMinutes of MeetingMinutes of Meeting）英文）英文）英文）英文

２　協議議事録２　協議議事録２　協議議事録２　協議議事録（（（（PROCES-VERBAL DE LA REUNIONPROCES-VERBAL DE LA REUNIONPROCES-VERBAL DE LA REUNIONPROCES-VERBAL DE LA REUNION）仏文）仏文）仏文）仏文

３　３　３　３　PDMPDMPDMPDM 及び及び及び及び POPOPOPO 和文仮訳和文仮訳和文仮訳和文仮訳

４　年次活動計画４　年次活動計画４　年次活動計画４　年次活動計画（（（（Annual Plan of OperationAnnual Plan of OperationAnnual Plan of OperationAnnual Plan of Operation）案及び和文仮訳）案及び和文仮訳）案及び和文仮訳）案及び和文仮訳

５　プロジェクト実施体制５　プロジェクト実施体制５　プロジェクト実施体制５　プロジェクト実施体制

６　カウンターパートリスト６　カウンターパートリスト６　カウンターパートリスト６　カウンターパートリスト
































	写 真
	目 次
	１ 調査団の派遣
	１－１ 調査団派遣と目的
	１－２ 調査団構成
	１－３ 調査日程
	１－４ 主要面談者

	２ 要 約
	３ 暫定実施計画の進捗状況
	３－１ 各協力分野の進捗状況
	３－１－１ 村落振興
	３－１－２ 村落林業
	３－１－３ 社会・ジェンダー

	３－２ 建物施設等
	３－３ 専門家派遣
	３－４ 研修員受入
	３－５ 資機材供与及び利用状況
	３－６ ローカルコスト負担事業

	４ 活動計画（Plan of Operation)
	５ 事業運営上の問題点
	６ 調査団所見
	付 属 資 料
	１ 協議議事録（Minutes of Meeting）英文




